
ＬＰガス業界の現況について

～ＬＰガス自動車とＬＰガススタンドの現況～
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(一社)全国ＬＰガス協会の概要

日本ＬＰガス協会
ＬＰガス生産輸入元売事業者

(一社)全国ＬＰガス協会
ＬＰガス小売、卸売、スタンド事業者

(一社)日本エルピーガスプラント協会
高圧ガス設備の機器製造業者及び検査事業者

(一社)日本エルピーガス供給器機協会
ＬＰガス供給機器の製造業者

(一社)日本ガス石油機器工業会
ガス及び石油消費機器の製造業者

会員 日本国内でＬＰガスの小売、卸売、スタンド事業者企業、団体

会長 秋元 耕一郎

会員数 団体会員 ４８団体、直接会員 ７４会員 (令和2年12月31日現
在)

設立 昭和５５年９月１日（一般社団化 平成２４年４月１日）
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日本のＬＰガス需要動向について
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≪国民生活に欠かせないエネルギー≫
一般家庭の給湯・調理・冷暖房のエネルギーとして、全国約２，４００万世帯、国土の

１００％の地域で供給されている。他にも産業用に幅広く活用されている。

≪全国のタクシーの約８割はＬＰガス自動車≫
重要な輸送インフラであるタクシーの約８割にあたる約１７万台はＬＰガス自動車であ

る。交通網の弱体化に伴い、地域コミュニティーに欠かすことのできない移動手段であ
るとともに、災害時のガソリンや軽油の供給不安が生じた場合においても人員輸送や物
資配送に活躍した実績がある。

≪あらゆる災害に強く、復旧も最速≫
地震、風水害及び雪害等の災害に対して強い分散型供給エネルギーであり、被災時の復

旧も他エネルギーより速い。全国各地の避難所や病院等に非常用備蓄貯槽の設置が進んで
おり、各家庭にも非常用の軒下在庫が完備されている。

ＬＰガスの役割(現状)

ＬＰガスは国内の様々な場所で利用されている重要なエネルギー
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ＬＰガスの役割(災害強靭化)

ＬＰガスはあらゆる災害に強いエネルギーの最後の砦

ＬＰガスの災害に対する強み

≪唯一の分散型エネルギー≫
各家庭への容器設置による分散型供給であり、災害時の復旧は最速。

仮設住宅等への即時設置も可能

≪軒下在庫≫
各家庭に容器は通常２本設置されており、うち１本は予備の『軒下

在庫』として災害時に半月以上使えるエネルギー源として活躍

≪劣化しない≫
品質劣化をしないことから、半永久的に保存・使用可能であり、非

常用備蓄に最適

≪避難所等への導入≫
避難所に指定されることが多い、学校、公民館及び病院などで、平

時からＬＰガスを利用しており、避難者対応が可能

≪国家備蓄と民間備蓄≫
現在、法律によって備蓄が義務付けられているエネルギーは、石油

とＬＰガスの２種類だけです。このうち、民間企業が備蓄しているもの
を「民間備蓄（法定備蓄）」、国家が備蓄しているものを「国家備蓄」
といい、ＬＰガスの場合、輸入量の４０日分が民間備蓄として義務付け
られており、国家備蓄につきましては、輸入量の約５０日分が備蓄され、
ＬＰガスの備蓄体制が整っております。



ＬＰガス流通業界の現状
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				家庭業務用需要量 （千トン） カテイギョウムヨウジュヨウリョウ		消費者世帯数 (千戸） ショウヒシャセタイスウセンコ		販売事業者数 (者） ハンバイジギョウシャスウシャ

		平成17年 ヘイセイネン		7,942		27,449		25,825

		平成18年 ヘイセイネン		7,969		27,121		25,343

		平成19年 ヘイセイネン		7,933		26,909		24,622

		平成20年 ヘイセイネン		7,404		26,708		23,893

		平成21年 ヘイセイネン		7,153		26,456		23,101

		平成22年 ヘイセイネン		7,312		26,009		22,442

		平成23年 ヘイセイネン		7,134		25,485		22,047

		平成24年 ヘイセイネン		6,811		25,369		21,518

		平成25年 ヘイセイネン		6,631		25,201		21,109

		平成26年 ヘイセイネン		6,535		24,869		20,600

		平成27年 ヘイセイネン		6,297		24,501		20,062

		平成28年 ヘイセイネン		6,275		24,353		19,514

		平成29年 ヘイセイネン		6,384		24,226		19,024

		平成30年 ヘイセイネン		6,101		24,103		18,516

		平成31年 ヘイセイネン		5,997		23,955		17,805
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ＬＰガス自動車及びＬＰガススタンドの推移
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				年度 ネンド		消費量（単位：千トン） ショウヒリョウタンイセン		ＬＰＧ自動車台数（単位：台） ジドウシャダイスウタンイダイ		バイフューエル車(単位:台） クルマタンイダイ		LPG軽自動車(単位:台) ケイジドウシャタンイダイ		オートガススタンド(箇所) カショ

		2005年 ネン		平成17年度 ヘイセイネンド		1,626		295,124						1,800

		2006年 ネン		平成18年度 ヘイセイネンド		1,594		293,959						1,774

		2007年 ネン		平成19年度 ヘイセイネンド		1,570		291,529						1,713

		2008年 ネン		平成20年度 ヘイセイネンド		1,486		287,480						1,700

		2009年 ネン		平成21年度 ヘイセイネンド		1,409		277,437						1,622

		2010年 ネン		平成22年度 ヘイセイネンド		1,370		257,250		2,823		5,194		1,612

		2011年 ネン		平成23年度 ヘイセイネンド		1,295		247,830		3,246		5,324		1,576

		2012年 ネン		平成24年度 ヘイセイネンド		1,231		239,647		3,751		5,335		1,572

		2013年 ネン		平成25年度 ヘイセイネンド		1,177		231,846		4,619		5,421		1,513

		2014年 ネン		平成26年度 ヘイセイネンド		1,110		223,918		5,225		5,093		1,503

		2015年 ネン		平成27年度 ヘイセイネンド		1,054		215,970		5,869		4,611		1,498

		2016年 ネン		平成28年度 ヘイセイネンド		985		207,657		6,419		4,142		1,458

		2017年 ネン		平成29年度 ヘイセイネンド		940		198,121		7,971		4,142		1,440

		2018年 ネン		平成30年度 ヘイセイネンド		869		189,384		8,085		4,142		1,404

		2019年 ネン		平成31年度 ヘイセイネンド		773		181,146		8,160		4,142		1,396







ＬＰガス自動車の推移

平成３０年度 平成３１年度 令和２年度
(令和2年9月現在)

タクシー １５１，８２７台 １３７，３７０台 １２９，９１５台

ＪＰＮタクシー １１，６４０台 ２０，３２８台 ２１，７５８台

バイフューエル車 ８，０８５台 ８，１６０台 ８，１３５台

自家用車 ７，４４７台 ６，８０７台 ６，５４３台

貨物車 １０，５５３台 ９，４２８台 ８，９９５台

特殊車 ７，７４９台 ７，０６２台 ６，７４２台

乗合 １６８台 １５１台 １４４台

軽自動車 ４，１４２台 ４，１４２台 ４，１４２台

合計 ２０１，６１１台 １９３，４４８台 １８６，３７４台

過去１５年間でＬＰガス登録台数は３４%減少
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● ジャパンタクシーは世界唯一のＬＰガス＋電気モーターによるハイブリッド
量産車であり、排ガス性能も優秀。

● 政府が２０３０年代半ばまでに実現させると言う乗用車の電動化のハードル
もクリア。（ＨＶは電動車に含まれる）

ＬＰガス自動車の環境性能
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ＬＰガスの環境性能

ＬＰガス自動車はもともと排ガスは良好
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ＬＰガス供給の安定性(災害レジリエンス)

●災害時、ＬＰガスはパニック買いが起きにくい。

ＬＰガス自動車は、タクシーが中心なのでガソリンや軽油の様

な一般の方のパニック買いやそれによる品不足が起きにくい。

●ＬＰガススタンドは地震に対しても堅牢

ＬＰガススタンドは高圧ガス設備であり、高い耐震性がある。

●ＬＰガス自動車は東日本大震災などの災害時でも活躍

震災時には首都圏でもガソリンや軽油の品不足が起こり自動車

運行に支障を来したが、ＬＰガス自動車は燃料補給に何ら問題な

く運行できた。被災地でもＬＰガススタンドの復旧は早く、タク

シーは大活躍した。
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●政府の政策上の位置づけ

国土強靱化計画(２０１８)およびエネルギー基本計画

(２０１８)の中でも運輸燃料の多様化･分散化を図るとし

た箇所でＬＰガス自動車の普及について明記。

●地方自治体等の導入

災害対応の観点から、公用車にＬＰガス自動車を導入

する動きがある。

ＬＰガス供給の安定性(災害レジリエンス)

神奈川県庁 緊急対応車



自動車燃料は多様化「ガソリン・軽油」「ＬＰガス」「天然ガス」「電気」「水素」

エネルギー供給スタンドの多様化（マルチ化）を模索

欧州のマルチステーション
例

（複合型ディスペンサー）

●天然ガス、水素、ガソリン、電気等とのマルチ化
ＬＰガスは改質器を通して水素供給も可能。欧州同様に同一ディスペンサーの使用等が可

能となるように、現行のインフラにおけるマルチステーション化の課題を整理。
●無人・セルフ化

ガソリンと同様に、オートガススタンドに関しても、無人・セルフ化に向けて安全性の評
価等はじめとした課題を整理。

●地域の拠点として
コンビニ併設等、地域生活の担い手となれる生活総合マルチステーションに加え、配送ス

テーションとしての機能を有していることから、幅広い業種とマルチ化を検討。

エネルギー供給継続には
・事業の多角化、合理化
・地域のエネルギー供給拠点のマルチ化(約５億円の設備
投資が必要)が必要不可欠

今後、データ収集、課題整理を通じて検討を進める

次世代自動車への供給持続への対応策

13
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まとめ

●カーボンニュートラルの政策検討の加速化を受け、ＬＰガス業界の将来に多大な影響を及ぼす可能性があることから、

日本ＬＰガス協会が設置した「グリーンＬＰガスの生産技術開発に向けた研究会」に参画し、多面的な対策の検討を

行っております。また、全Ｌ協単独でも検討会を設置し、ＬＰガス事業者におけるカーボンニュートラルの取り組み、

ＬＰガス事業者の持続可能な経営環境の創出を目指した検討を行っていく予定です。

●政府の２０３０年代半ばまでに乗用車新車販売で電動車１００％を実現できるよう、包括的な措置を講じる方針を受け

て、ＬＰガススタンド事業者は、今後についての先行きに不安を感じており、保安面を含めた積極的な設備投資の減退

などが懸念されます。これまで述べたようにＬＰガス自動車の環境性能、災害強靭性を鑑み、引き続き重要な車両とし

て将来ビジョンが明確にされることを望みます。

●ＬＰガススタンド事業者は、需要減による経営環境の悪化等により、カーボンニュートラルに対応した設備投資のハー

ドルが高くなっています。地域のエネルギー供給拠点としての整備のため、また、災害レジリエンスを強靭化していく

ためにご支援をお願いいたします。

●電気自動車、水素自動車もＣＯ₂排出がないとの前提に立っておりますが、車両及びその構成部品の調達から製造まで

の段階及び車両の駆動エネルギー源の電気や水素がどこまでグリーンであるかなど、自動車のライフサイクル総体で真

に脱炭素にどこまで資するかを突き詰めて、ハイブリッド型のＬＰガス自動車との公正な比較検討を要望いたします。
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参考資料
経済産業省の資料から抜粋
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①グリーンＬＰガスの開発（石油から生成しないＬＰガス生産）
プロパネーション（水素と炭素を合成して生成される合成プロパンガス）
バイオＬＰガス（欧州では今後の主力とみられている）

②ＣＯ₂排出量を相殺する方法
植樹
ＣＯ₂排出権の購入（ＣＯ₂排出量の相殺）

③ＬＰガス産業サプライチェーン全体での低炭素化の推進
 ＬＰガスタンカーの燃転（重油燃料→ＬＰガス燃料）
配送の合理化

•スマートメーターによる配送頻度の減少
•共同配送による配送距離の短縮

省エネ機器（高効率燃焼機器）、エネファーム（燃料電池）の普及

④水素配給業に業態転化

カーボンニュートラルに向けたＬＰガスの模索
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グリーンＬＰガス研究会 (12月2日資源燃料分科会資料)

グリーンＬＰガス

 日本ＬＰガス協会が事務局となり、水素と炭素の人工合成によるプロパン（Ｃ₃Ｈ₈）の合成
（プロパネーション）や、欧州で取組が進んでいるバイオＬＰガスをはじめとする、新たなイ
ノベーションの検討が開始。

 プロパネーションはメタメーションのように、合成に必要な触媒が開発されておらず、また、
バイオＬＰガスについては、原料調達や生産性向上等の課題が存在。

産業界で検討が開始されたグリーンＬＰガスの生産技術イメージ
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プロパネーション バイオＬＰガス

生産量 大量生産 少量生産

原料 二酸化炭素、水素 植物系廃棄物、家畜の糞尿等

生成 プロパン以外の軽油等も同時に生成さ
れてしまう。他の生成品も販売しなが
ら経営することになる。

プロパン以外の軽油等も同時に生成されてしまう。他の生成
品も販売しながら経営することになる。

生産拠点の
立地

水素輸入に適した臨海部、もしくは、
再エネ電気料金の安い中東などの海外。

原料となる廃棄物を調達できる農村、牧場等の郊外。

特徴、課題 未だ研究されていない技術であり、今
後、触媒の開発が必要。
事業化には、安価な水素や再エネによ
る安価な電気が必要。
工場建設に莫大な費用がかかる。

現在、グリーンＬＰガスとして生産可能な方法。
自然物が原料であるため、安定的に、大量に原料を調達する
ことが困難。さらに生成には時間がかかるため、少量生産し
かできない。
郊外での地産地消向きであり、小規模ではあるが、事業化で
きる可能性がある。
バイオＬＰガスであることを認証する制度の確立が必要。（世

界ＬＰガス協会では既にバイオＬＰＧの認証方法について意見交換が行われている）

事業化の
イメージ

一般のＬＰガスに一定率混入して、一
般のＬＰガス全体の段階的カーボン
ニュートラル化（都市ガスのメタネーションによる

合成メタン混入オペレーションモデル）

一般のＬＰガスと差別化したプレミアム価格の商品として販
売（欧米のバイオＬＰＧのビジネスモデル）
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